
資料１ 

 

 

 

平成２６年度第２回 

おおいた子ども・子育て応援県民会議 

 

 

（協議事項） 

幼保連携型認定こども園部会の設置について 

    

     



 



幼保連携型認定こども園部会の設置について（案） 

 
平成２６年  月  日 

おおいた子ども・子育て応援県民会議決定 
 
１ 設置 

 平成２４年８月に改正された「就学前の子どもに関する教育、保育等の総

合的な提供の推進に関する法律（平成１８年法律第７７号）（以下「法」とい

う。）」により、認定こども園の４つの類型のうち幼保連携型認定こども園に

ついては、学校と児童福祉施設の位置付けを持つ単一の施設として知事（中

核市長）が認可等を行うこととされ、その際、法第２５条に基づき設置した

審議会その他の合議制の機関の意見を聴くこととされた。 
そのため、「おおいた子ども・子育て応援県民会議条例（平成２５年大分県

条例第３３号）（以下「県民会議条例」という。）」第６条に基づき、法第２５

条に基づく審議会その他の合議制の機関として、本県民会議に「幼保連携型

認定こども園部会」を置く。 
 

２ 調査審議事項 

（１）設置認可に当たっての意見（法第 17 条第 3項） 

（２） 事業の停止又は施設の閉鎖命令に当たっての意見（法第 21 条第 2項） 

（３）認可の取消しに当たっての意見（法第 22 条第 2項） 

（４）その他 

 
３ 部会の委員等 

  県民会議条例第６条第２項に基づき、部会に属する委員及び臨時委員は、 
会長が指名する。 

 
４ 設置の時期 

県議会平成２６年第３回定例会（９月）に、県民会議条例の目的に認定こ

ども園の設置認可等に係る事項について調査審議することを加えるための議

案を提出予定であり、議決の後に設置する。 
  

５ 対象 

  平成２７年４月１日以降に新たに設置される幼保連携型認定こども園（大 
分市所管分を除く。）を対象とする。 
 

６ その他 

  県民会議条例第６条及びおおいた子ども・子育て応援県民会議運営要綱に 

定めるもののほか、部会の運営に関し必要な事項は、部会長が定める。 
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〔参考条文〕 

 

おおいた子ども・子育て応援県民会議条例（平成２５年大分県条例第３３号） 

 

（部会） 

第６条 県民会議は、その定めるところにより、部会を置くことができる。 

2 部会に属すべき委員及び臨時委員は、会長が指名する。 

3 部会に、部会長を置き、当該部会に属する委員のうちから会長が指名する。 

4 部会長は、当該部会の事務を掌理する。 

5 部会長に事故があるときは、当該部会に属する委員のうちから部会長があら

かじめ指名する者が、その職務を代理する。 

6 県民会議は、その定めるところにより、部会の議決をもって県民会議の議決

とすることができる。 

 

 

 

就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律（平

成１８年法律第７７号） 

 

（設置等の認可） 
第１７条 国及び地方公共団体以外の者は、幼保連携型認定こども園を設置し

ようとするとき、又はその設置した幼保連携型認定こども園の廃止等を行おう

とするときは、都道府県知事（指定都市等の区域内に所在する幼保連携型認定

こども園については、当該指定都市等の長。）の認可を受けなければならない。 
２ （略） 
３ 都道府県知事は、第１項の認可をしようとするときは、あらかじめ、第２

５条に規定する審議会その他の合議制の機関の意見を聴かなければならない。 

 

 

（都道府県における合議制の機関） 

第２５条 第１７条第３項、第２１条第２項及び第２２条第２項の規定により 

その権限に属させられた事項を調査審議するため、都道府県に、条例で幼保 

連携型認定こども園に関する審議会その他の合議制の機関を置くものとする。 
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